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【あ行】 

アウトリーチ 

「手を差しのべること」の意味で、もともとは社会福祉の分野でクライアントの表

明されないニーズ把握の手法として開発されたもので、自発的に援助の申し

出をしない人に対して公共機関などが積極的に働きかけ支援を目指すこと。

そこから派生して、芸術文化においては、芸術家や団体、文化施設が、芸術

に触れる機会の少ない市民に対して、関心を持ってもらうために出張してイベ

ントやコンサート等を実施すること。 

アセットマネジメント 

資産を効率よく運営するという意味。公共サービスの分野では、社会ニーズに

対応した当該事業の役割を踏まえ、施設や資産に対し、維持管理に必要な

費用、人員を投入し、良好なサービスを持続的に提供すための事業運営を

いう。 

移動困難者 
公共交通機関へのアクセスが難しく、自家用車等の移動手段を有していない

ために、市内外への移動が不便かつ困難な人々。 

インクルーシブ教育 

障がいのある者と障がいのない者が可能な限りともに学ぶこと。インクルーシブ

教育においては、同じ場でともに学ぶことに加え、個別の教育的ニーズのある

幼児児童生徒に対して、自立と社会参加を見据えて、教育的ニーズに最も

的確に応える指導を提供できる多様で柔軟な仕組みを整備することが重要

である。 

ウィリアム・メレル・ヴォーリズ／ 

ヴォーリズ建築 

アメリカ合衆国に生まれ、来日後、本市を拠点に日本全国で数多くの西洋

建築を設計した建築家。1958年（昭和33年）旧近江八幡市の名誉市

民の第一号となり、その称号は現在の本市にも引き継がれている。本市に

は、村岡邸や市立資料館、近江兄弟社本社、旧八幡郵便局など多くのヴォ

ーリズ建築がある。 

近江八幡市環境エネルギーセンター 

2016年8月に供用開始した本市にあるごみ処理施設。焼却で発生する熱

エネルギーを利用して発電を行うとともに、隣接する健康ふれあい公園の温水

プールへ熱供給を行っている。 

オートメーション化 
製造工程や事務処理などを機械が自動的に調整しながら作業を行うように

なること。 

 

【か行】 

外郭団体 

官公庁から出資、補助金等を受け、補完的あるいは代替的な業務を行う団

体の総称。職員を派遣するなど、行政と関わりが強い。財団法人や社団法

人、社会福祉法人などがある。 

資料５ 
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介護保険特別会計 

介護保険事業の収支を経理するために、市町村が設ける会計。介護保険

料、国および県からの支出金、市町村の一般会計からの繰入金を主な歳入

都市、介護給付費を主な歳出とする。 

介護予防 

高齢者が要介護状態等となることの予防又は要介護状態等の軽減もしくは

悪化の防止を目的としておこなうもの。これまでの機能回復訓練などの高齢

者本人へのアプローチだけでなく、生活環境の調整や地域の中に生きがい・役

割を持って生活できるような居場所づくり等、高齢者本人を取り巻く環境への

アプローチも含む。 

かかりつけ医 
健康に関することを何でも相談でき、必要な時は専門の医療機関を紹介して

くれる身近にいて頼りになる医師のこと。 

核家族化 

夫婦のみの世帯、夫婦と子どもの世帯及び片親と子どもの世帯である核家族

世帯が増加すること。核家族世帯数は今も増加しており、平成 27年段階で

は 29,754世帯である。 

関係人口 

移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域や地

域の人々と多様に関わる人々のこと。人口減少や高齢化により、地域づくりの

担い手が不足している地域においては、「関係人口」として地域外の人材に

地域づくりの担い手になることが期待されている。 

行政改革大綱 行政改革に関する基本的な考え方や取組を実行する方針を定めたもの。 

国選択無形民俗文化財 

衣食住、生業、風俗慣習、民俗芸能及びこれらに用いられる衣服、器具、

家屋等、人々が日常生活の中で生み出し、継承してきたもので、人々の生

活の推移を理解する上で欠くことのできないものが民俗文化財である。重要

無形民俗文化財以外の無形の民俗文化財のうち、記録や調査事業の事

業に国より助成を受けているもの。 

クラウドファンディング 

新規のアイデアやプロジェクトをもつ企業や起案者と資金提供者をインターネッ

ト経由で結び付け、そのアイデアやプロジェクトに共感した人から少額ずつ資金

を集める仕組み。 

グローバル化 

情報通信技術の進展、交通手段の発達、市場の国際的な開放等により、

人・物・情報の国境を越えた移動が活発化し、文化、経済、政治などの活動

やコミュニケーションが地球規模で統合、一体化される趨勢。 

ゲリラ豪雨 
集中豪雨の一種で、局地的かつ短時間に降る大雨のこと。予測が難しく、突

発的に起こることから「ゲリラ豪雨」と呼ばれている。 

健康長寿 
健康上の問題に制限されることなく生活できる期間である健康寿命を延伸

し、健康な状態で長生きすること。 
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健康ふれあい公園 

近江八幡市に 2017年にオープンした子どもから高齢者までが利用できる健

康増進のための運動公園。サッカー場や多目的広場に加え、温水プールやフ

ィットネススタジオ、トレーニングルームを備えたプール棟がある。 

公有財産 

地方公共団体が所有する財産。地方自治法においては、地方公共団体の

所有する不動産、船舶や航空機、地上権や特許権、著作権などの権利、

有価証券などの財産を指す。 

交流人口 地域外から訪れる旅行者や短期滞在者のこと。 

子育て世代包括支援センター 

母子保健法に基づき、市町村が設置するもので、保健師等の専門スタッフが

妊娠初期から子育て期にわたり、妊娠の届出等の機会に得た情報を基に、

妊娠・出産・子育てに関する相談に応じる。必要に応じて個別に支援プラン

を策定し、地域の保健医療や福祉の関係機関との連絡調整を行うなど、妊

娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援を一体的に提供する。 

こども園 

保護者が働いている、働いていないに関わらず受け入れ、教育・保育を一体

的に行う施設で、幼稚園と保育所の両方の良さを併せ持っている。幼保連

携型、幼稚園型、保育所型、地方裁量型といった多様なタイプがある。 

子どもの貧困 

相対的貧困の状態にある 18歳未満の子ども。相対的貧困とは、国民を可

処分所得順にならべ、その真ん中の半分以下しか所得がない状態をいう。日

本の子どもの相対的貧困率は平成24年に16.3％に達したが、平成 27年

には 13.9％と減少している。 

コワーキングスペース 

共同利用型の仕事環境を実現するために用いられる場所のこと。フリーランス

や起業家など、同じ組織に所属しているわけではないが、同じ空間に集まって

それぞれ個別に仕事を進める。コストを削減できるとともに、自分とは異なる仕

事に取り組む他者と居合わせることにより、互いに刺激し合って作業を進めら

れるといったメリットがある。 

 

【さ行】 

サーマルリサイクル 

熱エネルギーを有効活用したリサイクルであり、廃プラスチック類を主燃料ある

いは助燃料として利用することにより、その燃焼処理により得られる熱エネルギ

ーを原料等の製造工程などに有効利用すること。 

再資源化 
リサイクルのこと。廃棄物や不用物を回収し、原料や資源に再生し、再利用

すること。資源の有効利用や環境汚染防止のために重要である。 

在宅医療 
医療を受ける者の自宅等において、提供される医療。外来・通院医療、入

院医療に次ぐ、「第 3 の医療」と呼ばれる場合もある。 

産学官金 民間事業者、国や地方自治体、大学、金融機関の総称。 
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自主防災組織 

災害が発生した際に、自分の身を自分の努力によって守る（自助）ととも

に、地域や近隣の人々が集まって互いに協力し、防災活動に取り組むための

自主的に結成する組織。災害による被害を予防し、軽減するための活動を

行う。 

持続可能（な地域社会） 

1987 年に国連「環境と開発に関する世界委員会」（ブラントラント委員

会）による最終報告書において、「持続可能な開発」とは、「将来の世代の

ニーズを満たす能力を損なうことなく、今日の世代のニーズを満たすような開

発」と定義された。持続可能な地域社会とは、「将来の世代のニーズを満た

す能力を損なうことなく、今日の世代のニーズを満たすような地域社会」であ

り、地域が持続していく背後で環境配慮や社会的なゆたかさも目指す地域

社会のこと。 

自尊感情 

self-esteem の日本語訳で自己に対して肯定的な評価を抱いている状態

を指す。ほぼ同じ意味で用いられる言葉として、自己肯定感、自己存在感、

自己効力感等がある。 

シティプロモーション 
都市のイメージや知名度を高めることにより、人口増加や都市の活性化が図

られることを目指し、都市の魅力を内外に効果的・戦略的に発信すること。 

市民参画 市民の考えを市に伝え、ともに議論し、それを市政に反映すること。 

事務事業評価 

実施事業の対象や目的を明確にするとともに、事業の成果や活動内容を客

観的な指標を活用してPDCAサイクルに基づき見直すことで、当該事業の評

価、改善の取り組みを行うこと。より効果の高い事業を展開し市民サービスの

さらなる向上を目指すための取組である。 

修景 都市計画や公園建設で自然景観を破壊しないよう整備すること。 

住宅セーフティネット 

高齢者や障がい者、子育て世帯など住宅を確保することが困難な方々が、そ

れぞれの所得、家族構成、身体の状況等に適した住宅を確保できるような

仕組み。公営住宅は住宅セーフティネットの根幹である。2017 年からは、空

家を活用した新たな住宅セーフティネット制度が開始した。 

重要伝統的建造物群保存地区 

昭和 50年の文化財保護法の改正により、城下町、宿場町、門前町など全

国各地に残る歴史的な集落、街並みの保存が図られるようになり、市町村

は伝統的建造物保存地区を制定した。重要伝統的建造物保存地区は、

伝統的建造物保存地区のうち、国が市町村からの申出を受けて、国にとって

の価値が高いと判断したもの。 

重要文化的景観 

文化的景観とは、地域における人々の生活又は生業及び当該地域の風土

により形成された景観地で我が国民の生活又は生業の理解のため欠くことの

できないものであり、重要文化的景観とは、文化的景観の中でも特に重要な

ものについて、都道府県又は市町村の申出に基づいて，国によって選定され

た地域のこと。本市の水郷は平成 18 年に重要文化的景観の選定を受け

た。 
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集落営農組織 
集落を単位として、農業生産過程のすべて、または一部を共同で取り組む組

織。 

循環型社会 

大量生産・大量消費・大量廃棄型の社会に代わるものとして提示された概

念。循環型社会形成推進基本法では、まず製品等が廃棄物等となることを

抑制し、次に排出された廃棄物等についてはできるだけ資源として適正に利

用し、最後にどうしても利用できないものは適正に処分することが確保されるこ

とにより実現される、「天然資源の消費が抑制され、環境への負荷ができる限

り低減された社会」としている。 

紹介・逆紹介率 

紹介率とは、他の病院から紹介状により紹介された患者（紹介患者）と緊

急的に入院し治療を必要とした救急患者の数が受診した患者総数に占める

割合のこと。逆紹介率とは、他の医療機関に紹介した患者の割合を指す。 

消費者教育 

自らの意思決定や、消費行動がもたらす影響と消費者の社会的役割を自

覚し、行動できるような自立した消費者を育成するために行われる消費生活

に関する教育。 

消費者市民社会 

消費者が、自らの消費生活に関する行動が現在及び将来の世代にわたっ

て、国内外の社会経済情勢及び地球環境に影響を及ぼし得るものであるこ

とを自覚して、公正かつ持続可能な社会の形成に積極的に参画する社会の

こと。 

食育 
様々な経験を通じて「食」に関する知識とバランスの良い「食」を選択する力を

習得し、健全な食生活を実践できる力を育むこと。 

食品ロス 

まだ食べられるのに廃棄される食品のこと。日本では、年間 646 万トンの食

品ロスが出されている。資源の有効活用や環境負荷への配慮から食品ロスを

減らすことが必要である。 

スクラップ＆ビルド 

本来は、老朽化や陳腐化して物理的または機能的に古くなった設備を廃棄

し、高能率の新設備に置き換えること。行政分野では、組織の新設にあたっ

ては同等の組織を廃止するなど、再編合理化することで、組織の膨張を抑制

するという意味で用いられる。 

ストックマネジメント 
明確な目標を定め、膨大な施設の状況を客観的に把握、評価し、中長期

的な状態を予測しながら、計画的かつ効率的に維持管理すること。 

生産年齢人口 15歳～64歳の人口を指す。 

生物多様性 

生きものたちの豊かな個性とつながりのこと。1992 年に制定された生物多様

性条約では、生物の多様性の保全、生物多様性の構成要素の持続可能

な利用、遺伝資源の利用から生ずる利益の公正で衡平な配分の３つの目

的が定められている。また、条約では、生態系の多様性・種の多様性・遺伝

子の多様性という３つのレベルで多様性があるとしている。 

施策評価 
地方自治体が施策の効果を把握、分析し、評価を行うことにより、次の企画

立案や実施に役立てるもの。 
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ストックマネジメント 
明確な目標を定め、膨大な施設の状況を客観的に把握、評価し、中長期

的な状態を予測しながら、計画的かつ効率的に維持管理すること。 

 

【た行】 

待機児童 
保育の必要性の認定がされ、特定教育・保育施設、または特定地域型保

育事業の利用申込みがされているが、利用していない児童。 

第三セクター 

国や地方公共団体と民間が出資して設立する法人で、公的目的を有し、か

つ、その運営には民間のノウハウを活用することが有効である事業を実施す

る。 

第二創業 
すでに事業を営んでいる事業者の後継者が事業を引き継いだ場合などに、

新事業や新分野に進出すること。 

多文化共生 
国籍や民族などの異なる人々が互いの文化的な違いを認め、対等な関係を

築こうとしながら共に生きていくこと。 

男女共同参画 

男性も女性も性別に関わりなく、自らの意思によって社会のあらゆる分野にお

ける活動に参画する機会が確保され、男女が均等に政治的、経済的、社会

的及び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うこと。 

地域ケア会議 

地域包括ケアシステムを実現するために、高齢者個人に対する支援の充実

と、それを支える社会整備とを同時に進めていく手法。具体的には、①多職

種の協働により、高齢者の個別課題の解決を図るとともに、介護支援専門

員の自立支援に資するケアマネジメントの実践力を高める、②個別ケースの

課題分析の積み重ねにより、地域共通の課題を明確化する、③共有された

地域課題の解決に必要な資源開発や地域づくり、介護保険事業計画など

政策形成につなげていくことで、地域全体の高齢者支援の充実させる、といっ

た内容を地域包括支援センター等が主導して進める。 

地域包括ケアシステム 

高齢者が住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることが

できるよう地域の様々な資源を統合、ネットワーク化し、住まい・医療・介護・

予防・生活支援を一体的に提供することで、高齢者を継続的かつ包括的に

ケアするための仕組み。 

地域防災拠点 

災害により家が倒壊するなどして自宅で生活できなくなった人たちが、一時的

に生活するための避難場所。また、公園の場合には、主として救護救援活動

の前線基地及び、救援物資輸送の中継基地となること。 

地域防災計画 

災害対策基本法に基づき、市民の生命、財産を災害から守るための対策を

実施することを目的とし、災害に係わる業務に関し、関係機関および他の地

方公共団体の協力を得て、総合的かつ計画的な対策を定めた計画。 
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地域連携クリニカルパス 

急性期病院から回復期病院を経て早期に自宅に帰れるような診療計画を

作成し、治療を受けるすべての医療機関で共有して用いるもの。回復期病

院では、患者がどのような状態で転院してくるかを把握できるため、改めて状

態を観察することなく、転院後すぐにリハビリを開始できるといったメリットもあ

る。 

地縁型組織 

町内会や自治会、あるいはそれをベースとした婦人会や消防団といった組織

で、行政上の区域や範囲内で住民の相互扶助や自治的な活動を行う組

織。 

地産地消 

地産地消は、地域で生産された農産物を地域で消費すること。食料自給率

の向上に加え、直売所や加工の取組などを通じて、6 次産業化にもつなが

る。 

地方分権 

国がもっている地方に関する決定権や、仕事をするために必要なお金を地方

（都道府県、市町村）に移して、住民に身近な行政は、できる限り地方公

共団体が担い、地域で自主的に決められるようにすること。 

昼間人口比率 

常住人口から通勤・通学で他市へ流出する人口を引いたものに、通勤・通

学で他市より流入する人口を足した人口である「昼間人口」が、常住人口に

占める割合。100 を上回っているときは昼間人口が常住人口を上回ることを

示し、100 を下回っているときは昼間人口が常住人口を下回ることを示す。 

朝鮮人街道 

薩長 12 年（1607 年）から文化 8 年（1811 年）までの間、計 12 回

朝鮮通信使が来日したうちの 11 回通った道で、現在の野洲町小篠原から

安土・八幡を経て彦根市鳥居本までの約 40ｋｍの道を指す。下街道、浜

街道とも呼ばれていた。関ヶ原の合戦で勝利を収めた徳川家康が上洛する

際にこの街道を通ったことから、この縁起の良い吉道を通行させることで通信

使への優遇ぶりを表そうとしたとも考えられている。 

朝鮮通信使 

江戸時代に朝鮮王朝が日本に派遣した外交使節。豊臣秀吉の朝鮮侵略

以後、断絶が続いていた日朝関係の回復を願った徳川家康が幾度も朝鮮

に使者を送り、招いた。使節団は江戸幕府の将軍が代わるごとに訪れた。使

節団には学者や文人、画家や書道家たちも同行しており、当時の日本文化

に刺激を与えたと考えられている。「朝鮮通信使に関する記録」が 2017 年

（平成 29年）10月にユネスコ「世界の記憶」への登録が決定された。 

テレワーク 

ICT（情報通信技術）を利用し、時間や場所を有効に活用できる柔軟な

働き方。自宅を就業場所とする在宅勤務や、施設に依存しないモバイルワー

ク、サテライトオフィス等を就業場所とする施設利用型などがある。 

特定健康診査 

日本人の死亡原因の約６割を占める生活習慣病の予防のために、４０歳

から７４歳までの方を対象に、メタボリックシンドロームに着目した健診。特定

健診の結果、生活習慣病の発症リスクが高く、生活習慣の改善による生活

習慣病の予防効果が多く期待できる方に対して、専門スタッフ（保健師、管

理栄養士など）が生活習慣を見直すサポートを行う（特定保健指導）。 
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土地利用型農業 
土地の広がりを活用することを営農の中心にしている農業生産の方式。代表

的な作目は、米、麦、大豆などである。 

 

【な行】 

南海トラフ巨大地震 

駿河湾から日向灘沖にかけてのプレート境界を震源域として繰り返し発生し

てきた大規模地震。前回の地震発生より70年以上が経過しており、次の南

海トラフ地震発生の切迫性が高まっている。南海トラフ地震が発生すると、関

東地方から九州地方にかけての太平洋沿岸では強い震度となるとともに、大

津波の襲来が想定されている。 

 

【は行】 

ハイリスク者 

基礎疾患のある者や妊婦を指す。妊産婦においては、特に母児のいずれかま

たは両者に重大な予後不良が予想される妊娠のこと。具体的には、基礎疾

患を持つ妊婦や産科合併症を生じた妊婦、また、過去の妊娠が異常な結果

に終わった既往歴を持つ妊婦を指す。こうした医学的ハイリスクに対して、生

活保護受給者や精神疾患合併を持つ妊産婦、未婚や若年での出産、未

受診妊婦は社会的ハイリスク妊産婦と呼ばれる。 

発達障がい 

脳の機能的な問題が原因で子どもの発育や成長に遅れやゆがみが生じるこ

と。症状は通常低年齢において発現する。代表的なものとして、自閉症スペ

クトラム障がい、注意欠陥／多動性障がい（AD/HD）、学習障がい

（LD）が挙げられる。 

バリアフリー 

高齢者、障がい者が生活をしていく上で、障壁（バリア）となるものを除去

（フリー）すること。物理的、社会的、制度的、心理的な障壁、情報面での

障壁などすべての障壁を除去する考え方。 

晩婚化 

結婚する年齢が高くなること。日本人の平均初婚年齢は 2012（平成

24）年で夫が 30.8歳、妻が 29.2歳であり、1950（昭和 25）年から夫

4.9 歳、妻 6.2 歳の上昇、1980（昭和 55）年と比較しても、夫が 3.0

歳、妻は 4.0歳と平均初婚年齢が上昇している。 

ひきこもり 
仕事や学校に行かず、かつ家族以外の人との交流をほとんどせずに、6 か月

以上続けて自宅にひきこもっている状態。 

びわ湖あさがおネット 

情報通信技術を用いて、安全に診療情報や在宅療養支援情報を関係機

関で共有することにより、より良い医療・在宅療養サービスを提供するための

仕組み。これにより、切れ目のない医療・在宅療養サービスを受けることができ

る。 

普通建設事業費 
道路・橋りょう、学校、庁舎等公共又は公用施設の新増設等の建設事業に

要する経費のこと。 
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不妊治療 

妊娠を希望し、避妊せず夫婦生活を営んだにもかかわらず、一定期間過ぎて

も妊娠しない場合を「不妊症」という。不妊症に対した治療が不妊治療であ

り、タイミング法、排卵誘発法、人工授精、体外受精などの生殖補助医療が

ある。人工授精や体外受精は保険適用がなされないために、高額な医療費

がかかり、経済的負担が大きい。 

ふるさと納税 

支援したいと思う自治体に寄付ができる仕組み。寄付をすることで、地域貢

献につながるだけでなく、地域の特産品が返礼品としてもらえる。また、ふるさと

納税により寄付をした金額は税金から控除・還付されるため、自己負担が軽

減される。 

文化芸術創造都市 

文化芸術の持つ創造性を活かした地域活性化や観光・産業振興等に領域

横断的に活用し，地域課題の解決に取り組む地方自治体のこと。本市で

は、平成 19年度に文化庁より「文化芸術創造都市」の表彰を受けた。 

放課後児童クラブ 

小学校に就学している子どもで、その保護者が労働等により家庭にいない場

合に、授業終了後に児童厚生施設等を利用して遊びや生活の場を提供

し、子どもの健全な育成を図る活動。 

防災公園 

地震に起因して発生する市街地火災等の二次災害時における国民の生

命、財産を守り、都市の防災構造を強化するために整備される、防災拠点、

避難地、避難路としての役割をもつ都市公園及び緩衝緑地のこと。 

 

【や行】 

遊休地 
農地としての利用、駐車場等などへの活用をはじめ、どのような用途でも使わ

れておらず、有効活用されていない土地のこと。 

ユニバーサルデザイン 
障がいの有無、年齢、性別、人種等に関わらず、すべての人々が利用しやす

いように、都市や生活環境をデザインする考え方。 

要介護度 
どれくらい介護サービスを行う必要があるかといった介護サービスの必要度。軽

度のものから順に、要支援１・２、要介護１～５の 7段階に判定される。 

 

【ら行】 

ライフサイクルコスト 施設における新規整備・維持修繕・改築・処分を含めた生涯費用の総計。 

ラムサール条約 

1971 年にイランのラムサールで開催された国際会議で採択された、湿地に

関する条約。正式名称は、「特に水鳥の生息地として国際的に重要な湿地

に関する条約」。湿地の「保全・再生」と「ワイズユース」（賢明な利用）」、こ

れらを促進する「交流、学習」が条約の基盤となる考え方。 

立地適正化計画 

持続可能な都市経営を可能にするために、居住機能や医療・福祉・商業、

公共交通等のさまざまな都市機能の誘導により、コンパクトなまちづくりを実

現するためのマスタープラン。 
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療育 

かつては肢体不自由児の社会的自立をめざすチームアプローチとされていた

が、現在では対象を障がいの確定されていない子どもにまで拡大し、育児支

援や家族支援までを包含する。 

 

【わ行】 

ワークシェアリング 

雇用の維持・創出を図ることを目的として労働時間の短縮を行うものであり、

雇用・賃金・労働時間の適切な配分を目指すもの。多様な働き方の選択肢

を拡大する多様就業型と、景気の悪化や構造改革など当面の厳しい雇用

情勢に対応するための緊急対応型がある。 

ワーク・ライフ・バランス 

働くすべての人が、、「仕事（ワーク）」と育児や介護、趣味や学習、休養、

地域活動といった「仕事以外の生活（ライフ）」との調和をとり、その両方を

充実させる働き方・生き方のこと。 

ワーク・ライフ・マネジメント 
社員、職員一人ひとりがそれぞれのライフサイクル等に応じて、自ら主体的に

仕事と生活をコントロールすることが可能となる状態。 

 

【アルファベット・数字】 

０次予防 
一人ひとりの体質に合わせて生活習慣などの改善を行い、病気の予防を推

進すること。 

５R 

Reduce (リデュース；ごみの減量)、Reuse（リユース；再使用）、

Recycle (リサイクル；再資源化)、Refuse (リフューズ；ごみになるものは

受け取らない)、Repair（リペア；再生品の使用）の５つを指す。５R を推

進することで、ごみの減量と資源の有効活用を図るとともに、再資源化および

ごみ問題に対する意識の向上を目指している。 

6次産業化 

農林漁業者（1 次産業）が、生産物の価値を上げるために、生産だけでな

く、食品加工（2次産業）、流通・販売（3次産業）にも取り組み、それに

よって、農林水産業を活性化させ、農山漁村の経済を豊かにしていこうとする

もの。 

CCRC構想 

CCRCは Continuing Care Retirement Community（継続的なケア

付きの高齢者の共同体）の略。東京圏をはじめとする高齢者が、自らの希

望に応じて地方に移り住み、地域社会において健康でアクティブな生活を送

るとともに、医療介護が必要な時には継続的なケアを受けることができるような

地域づくりのこと。CCRC 構想の意義としては、地方移住を希望する高齢者

の希望の実現、地方へのひとの流れの推進、東京圏の急速な高齢化への対

応の３点があげられる。 
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DMO法人 

DMO とは Destination Management Organization の頭文字をとった

言葉。DMO法人とは、観光地域づくりの舵取り役として、多様な関係者と協

同しながら、明確なコンセプトに基づいた観光地域づくりを実現するための戦

略を策定し、戦略を着実に実施するための調整機能を備えた法人。 

DV 

Domestic Violence (ドメスティックバイオレンス) の略。家庭内暴力とも呼

ばれ、家族の間で行われる身体的または精神的虐待行為のこと。近年 DV

と似た構造の恋人同士の暴力行為をデート DV とも呼ぶ。 

ICT 
Information and Communication Technology の略で、情報通信技

術を指す。 

LGBT 

Lesbian (レズビアン；女性の同性愛者)、Gay (ゲイ；男性の同性愛

者)、Bisexual (バイセクシャル；両性愛者)、Transgender (トランスジェ

ンダー；心の性と身体の性が一致せず、身体の性に違和感を持つ人) の頭

文字をとった言葉で、性的少数者を表す言葉。 

PDCAサイクル 

Plan（計画）、Do（実行）、Check（評価）、Act（改善）の 4 つの

頭文字をとったもの。改善を受け、次の PDCA サイクルにつなげていくことで、

継続的に業務改善を実施していく。 

PPP/PFI 

PPP とは、Public Private Partnership の略で公共サービスの提供にお

いて民間が参画する官民連携の方法を幅広くとらえた概念である。PFI とは

Private Financial Initiative の略で、PPPの手法のひとつであり、公共施

設の建設、維持管理、運営等に民間の資金や経営能力を活用することで、

効率的かつ効果的に社会インフラを整備、運営する手法。 

QOL 

Quality of Lifeの略。物理的な豊かさやサービスの量だけでなく、一人ひとり

の人生の内容の質や社会的にみた生活の質を指し、どれだけ人間らしい生

活や自分らしい生活を送れているかをとらえる概念。QOL は身心の健康、良

好な人間関係、やいがいのある仕事や快適な住環境など様々な観点から計

られる。 

SDGｓ 

Sustainable Developmental Goals （持続可能な開発目標）の略

で、2015 年 9 月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための

2030 アジェンダ」にて記載された 2016 年から 2030 年までの国際目標を

指す。「誰一人取り残さない」持続可能で多様性と包摂性のある世界を実

現するための 17 のゴール・169 のターゲットから構成されている。「普遍性

（すべての国が行動）」、「包摂性（誰一人取り残さない）」、「参画型

（すべてのステークホルダーが役割を）」、「統合性（社会・経済・環境に統

合的に取り組む）」、「透明性（定期的にフォローアップ）」の 5 つの特徴が

ある。 

SNS 

Social Networking Service (ソーシャルネットワークサービス) の略で、登

録された利用者同士が交流できるWebサイトの会員制サービスのこと。最近

では、社会や組織の広報としての利用も増えてきている。 
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SWOT分析 

ビジョンや戦略を検討する際に、現状を分析する手法の一つ。SWOT は、

Strength（強み）、Weakness（弱み）、Opportunity（機会）、

Threat（脅威）の頭文字となっている。置かれている状況を SWOTの４つ

に分類した上で、どのように強みを活かすか、どのように弱みを克服するか、どの

ように機会を利用するか、どのように脅威を取り除く、または脅威から身を守る

か、といった問いに答えていくことで、創造的な戦略につなげることができるとさ

れる。 

 

 


